
証券コード：4193

開催日時 2025年６月26日（木曜日）午後１時
受付開始：午後０時30分

開催場所 東京都品川区大崎二丁目４番３号
人事労務会館　３階　大会議室
（会場が前回と異なっておりますので、末
　尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照
　いただきお間違えのないようにご注意く
　ださい。）

決議事項 議案　取締役７名選任の件
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第 31 回
定時株主総会

招集ご通知
　

■本株主総会ではお土産のご用意はございません。
　何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
■ペーパーレス化の推進による環境負荷低減の観点か
　ら、株主総会終了後に決議結果をお知らせする「定
　時株主総会決議ご通知」は郵送を行わず、当社ウェ
　ブサイト（https://www.fabrica-hd.co.jp/）に掲
　載させていただきます。

株式会社ファブリカホールディングス



ごあいさつ

ミッション
デジタルの力で新たな価値を創造し、
あらゆる組織と人々に貢献する

ビジョン
世界最高レベルのデジタルサービスを創る！

株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。第31回定時株主
総会招集通知をご高覧いただくにあたり、ご挨拶申しあげます。

当社グループは「デジタルの力で新たな価値を創造し、あらゆる組織と人々に貢献する」をミッション
に掲げ、BtoB領域においてインターネットサービスを提供してまいりました。2025年３月期は、SMS業
界における競争激化の影響を受けながらも堅調に成長し、過去最高の売上高を更新することができまし
た。これもひとえに株主の皆様の変わらぬご支援の賜物であり、心より御礼申しあげます。

近年、生成AI技術の飛躍的な進化が、ビジネスや社会の在り方を大きく変えつつあります。当社グルー
プにおきましても、子会社Sparkle AI株式会社を中核にAI領域の研究開発を推進しており、2026年３月
期より戦略投資事業として「AI事業」を新たにセグメント化いたしました。AIを活用したプロダクト開発
と業務効率化を通じて、グループ全体の競争力強化を図ってまいります。

また、持株会社体制へ移行し１年が経過いたしました。引き続き、本体制のもとグループの総合力を高
め、環境変化への機動的な対応および事業拡大を実現することで、持続的な成長と企業価値の向上に努め
てまいります。

今後も新たな課題に果敢に挑戦し、ステークホルダーの皆様から信頼される企業であり続ける所存で
す。株主の皆様におかれましては、変わらぬご支援を賜りますよう、心よりお願い申しあげます。

2 0 2 5 年 ５ 月
代 表 取 締 役 社 長 C E O
谷 口 政 人
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証券コード 4193
2025年６月11日

株　主　各　位
東 京 都 港 区 赤 坂 一 丁 目 1 1 番 3 0 号
株 式 会 社 フ ァ ブ リ カ
ホ ー ル デ ィ ン グ ス
代表取締役社長CEO 谷 口 政 人

当社ウェブサイト　　　https://www.fabrica-hd.co.jp/

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第31回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

さて、当社第31回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下
のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスしていただき、メニューより「IR情報」「株式情報－株主総会」「第
　31回定時株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトに
も掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ファブリカホールディン
　グス」又は「コード」に当社証券コード「4193」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/
　PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認
　ください。）
株主総会にご出席されない場合は、インターネットまたは書面により議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年６月25日（水曜日）午後
６時までに議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。

敬　具

－ 2 －



１．日 時 2025年６月26日（木曜日）午後１時（午後０時30分受付開始）
（開催時刻が前回と異なりますので、お間違いのないようにご注意ください。）

２．場 所 東京都品川区大崎二丁目４番３号
人事労務会館　３階　大会議室
（開催場所が過去に開催した場所と著しく離れた場所となりましたのは、当社が
　2024年４月１日に本店所在地を愛知県名古屋市から東京都港区に移転したた
　めであります。
　ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違えの
　ないようにご注意ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第31期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第31期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件

４．招集にあたって
の 決 定 事 項

(１) 電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款第
14条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書
面には記載しておりません。なお、監査役および会計監査人は次の事項を含む
監査対象書類を監査しております。
・業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
・剰余金の配当等の決定に関する方針
・連結株主資本等変動計算書
・連結計算書類の連結注記表
・株主資本等変動計算書
・計算書類の個別注記表

(２) 議決権行使書面において、議案に対する賛否の表示がない場合には、賛成の意
思表示をされたものとしてお取り扱いいたします。

(３) インターネットによる方法と書面により重複して議決権を行使された場合は、
インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

(４) インターネットによる方法で複数回議決権を行使された場合は、最後に行われ
たものを有効なものとしてお取り扱いいたします。

決 議 事 項
議案　取締役７名選任の件

     

記

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。

なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東
証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し
あげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

日　時 行使期限 行使期限

2025年６月26日（木曜日）
午後１時(受付開始:午後０時30分)

2025年６月25日（水曜日）
午後６時入力完了分まで

2025年６月25日（水曜日）
午後６時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本
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ご注意事項
●一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、議決権行使
書用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく
必要があります。

●複数回議決権を行使された場合、当社に最後に到着した行使を有効
な議決権行使としてお取扱いいたします。なお、インターネットによ
る議決権行使と議決権行使書面が同日に到着した場合は、インター
ネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

●1・4・7・10月の第1月曜日0:00～5:00は、メンテナンスのためご利
用いただけません。

事前質問受付のご案内 事前質問受付期限　2025年６月25日（水）午後６時まで
本株主総会においては、株主総会ポータルを通じて、株主様より議案に関するご質問を事前に承ります。いただいたご質問の
中で株主の皆さまの関心が高いと思われるご質問については、本株主総会にて取り上げさせていただきます。上記の議決権
行使方法と同様に、株主総会ポータルにアクセスいただき、トップ画面から「事前質問へ」ボタンをタップ／クリックします。
「事前質問のご入力」画面が表示されますので、以降は画面の案内に従ってご質問をご入力ください。
※いただいたご質問に対して、個別に回答はいたしませんのでご了承ください。

PC等による議決権行使方法
以下のURLより議決権行使書用紙に記載のログインID・パスワードをご入力のうえアクセスしてください。ログイン
以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。
株主総会ポータルURL　▶https://www.soukai-portal.net
議決権行使ウェブサイトも引き続きご利用いただけます。　▶https://www.web54.net

お問い合わせ
三井住友信託銀行
証券代行ウェブサポート
専用ダイヤル

0120-652-031
（受付時間  9時～21時）

ぜひQ&Aも
ご確認ください。

インターネットによる
議決権行使方法のご案内

インターネット行使期限
2025年６月25日（水）午後６時まで

スマートフォン等による議決権行使方法
2 株主総会ポータル®トップ画
面から「議決権行使へ」ボタン
をタップします。

3 スマート行使®トップ画面が表
示されます。以降は画面の案内
に従って賛否をご入力ください。

1 議決権行使書用紙に記載の
QRコード®を読み取ります。

※QRコードは（株）デンソーウェーブ
の登録商標です。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１

【再任】

たに

谷
 

　
 

　
ぐち

口
 

　
 

　
まさ

政
 

　
 

　
ひと

人
(1969年11月17日)

    1992年    9 月 個人事業ガレージバツ創業　共同経営
    1994年    11月 有限会社中部車検センター（当社）設

立　代表取締役社長就任
    2018年    3 月 株式会社メディア４u　代表取締役副社

長就任
2023年６月 当社　代表取締役社長CEO就任（現
　　　　　　　任）
2024年４月 株式会社ファブリカコミュニケーショ
　　　　　　　ンズ　代表取締役社長CEO就任（現
　　　　　　　任）
2024年４月 株式会社メディア４u　取締役就任（現

任）

371,700株

（重要な兼職の状況）
　株式会社ファブリカコミュニケーションズ　代表取
　締役社長CEO
　株式会社メディア４u　取締役

【選任理由】

谷口政人氏を取締役候補者とした理由は、当社設立時より代表取締役社長に就任しており、強いリーダ
ーシップを発揮してグループ全体の経営を統括し、当社グループの持続的な企業価値向上を目指すにあ
たり、引き続き取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。

株　主　総　会　参　考　書　類

議案　取締役７名選任の件
取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、持株会社体制への移行に伴ってグループ内の経営体制の見直しを行い、取締役会に

おいて戦略的且つ機動的に意思決定が行えるよう１名減員し、取締役７名の選任をお願いするもので
あります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 6 －



候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

２

【再任】

こん

近
 

　
 

　
どう

藤
 

　
 

　
さと

智
 

　
 

　
し

司
(1969年８月12日)

    1992年    9 月 個人事業ガレージバツ創業　共同経営
    1994年    11月 有限会社中部車検センター（当社）設

立　取締役就任
    2013年    1 月 当社　取締役副社長就任
    2019年    6 月 当社　取締役副社長　執行役員事業統

括本部長兼インターネットサービス事
業本部長就任

2023年４月 当社　取締役副社長　執行役員事業統
括本部長兼プロダクト開発本部長就任

2023年６月 当社　取締役副社長兼事業統括本部長
就任

2024年４月 当社　取締役副社長就任（現任）
2024年４月 株式会社ファブリカコミュニケーショ

ンズ　取締役副社長兼事業統括本部長
就任

2025年４月 同社　取締役副社長兼事業統括本部長
兼オートモーティブプラットホーム事
業本部長就任（現任）

2025年５月 オートレックス株式会社　代表取締役
社長就任（現任）

（重要な兼職の状況）
　株式会社ファブリカコミュニケーションズ　取締役
　副社長兼事業統括本部長兼オートモーティブプラッ
　トホーム事業本部長
　オートレックス株式会社　代表取締役社長

338,900株

【選任理由】

近藤智司氏を取締役候補者とした理由は、当社設立時より取締役として長きにわたり経営に参画し、特
に当社の事業展開において深い知見を有していることから、引き続き取締役としてその職務を適切に遂
行できるものと判断しております。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３

【再任】

いわ

岩
 

　
 

　
だて

館
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
とおる

徹
(1980年３月４日)

    2002年    4 月 UFJ信託銀行株式会社（現三菱UFJ信託
銀行株式会社）入行

    2005年    9 月 比較.COM株式会社（現手間いらず株式
会社）入社

    2008年    4 月 ヤフー株式会社（現LINEヤフー株式会
社）入社

    2015年    4 月 株式会社カービュー（現LINEヤフー株
式会社）　管理本部長就任

    2015年    6 月 同社　取締役CFO就任
    2017年    1 月 当社　社外取締役就任
    2018年    8 月 株式会社KENKEY　代表取締役就任

2021年    6 月 株式会社Rebase　社外監査役就任（現
任）

2021年    6 月 当社　取締役経営企画室管掌就任
2022年２月 LINE証券株式会社　取締役執行役員就

任
2022年12月 株式会社iimon　社外取締役就任
2023年６月 Sparkle AI株式会社設立　取締役就任
2023年６月 当社　取締役CFO兼コーポレート本部

長就任
2024年４月 当社　取締役CFO就任（現任）
2024年４月 株式会社ファブリカコミュニケーショ

ンズ　取締役CFO兼コーポレート本部
長就任（現任）

2024年４月 株式会社メディア４u　代表取締役社長
就任（現任）

2024年４月 Sparkle AI株式会社　取締役CFO就任
（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社メディア４u　代表取締役社長
株式会社ファブリカコミュニケーションズ　取締役
CFO兼コーポレート本部長
Sparkle AI株式会社　取締役CFO
株式会社Rebase　社外監査役

6,000株

【選任理由】
岩館徹氏を取締役候補者とした理由は、経営企画及び管理系部門の経験が豊富であり、また、現任の会
社経営者として、企業経営及びコーポレート・ガバナンスに関して深い知見を有していることから、引
き続き取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

４

【再任】

わた

渡　　
なべ

辺　　
ゆう

友　　
た

太
(1987年12月11日)

2012年４月 日本マイクロソフト株式会社入社
2015年４月 株式会社インタレストマーケティング

入社
2015年６月 同社執行役員就任
2015年12月 株式会社ネットマイル転籍 技術開発本

部長就任
2016年９月 同社取締役CTO就任
2018年６月 ピットアウト株式会社（現アウトリー

チソリューションズ株式会社）設立
　　　　　　　代表取締役就任（現任）
2019年９月 キビタス株式会社（現株式会社ユアサ

ポ）　取締役CTO就任
2023年６月 Sparkle AI株式会社設立　代表取締役

就任
2023年６月 当社　取締役CTO兼プロダクト開発本

部長就任
2024年４月 当社　取締役CTO就任（現任）
2024年４月 株式会社ファブリカコミュニケーショ

ンズ　取締役CTO兼プロダクト開発本
部長就任（現任）

2024年４月 株式会社メディア４u　取締役就任（現
任）

2024年４月 Sparkle AI株式会社　代表取締役社長
CEO就任（現任）

（重要な兼職の状況）
Sparkle AI株式会社　代表取締役社長CEO
株式会社ファブリカコミュニケーションズ　取締役
CTO兼プロダクト開発本部長
株式会社メディア４u　取締役
アウトリーチソリューションズ株式会社　代表取締役

2,300株

【選任理由】
渡辺友太氏を取締役候補者とした理由は、大規模言語モデル（LLM）をはじめとした人工知能及びブロ
ックチェーン領域等の先進技術について深い知見を有しており、主に当社グループのIT業界における事
業領域の拡大及び競争力の強化について、引き続き取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判
断しております。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

５

【再任】

おく

奥
 

　
 

　
おか

岡
 

　
 

　
まさ

征
 

　
 

　
ひこ

彦
(1969年３月31日)

    1991年    4 月 株式会社名鉄エージェンシー（現株式
会社電通名鉄コミュニケーションズ）
入社

    2004年    12月 当社入社
    2005年    11月 株式会社メディア４u　取締役副社長就

任
    2010年    1 月 同社　代表取締役社長就任
    2019年    6 月 当社　取締役就任（現任）

2024年４月 株式会社メディア４u　代表取締役会長
就任（現任）

358,500株

（重要な兼職の状況）
　 株式会社メディア４u　代表取締役会長

【選任理由】

奥岡征彦氏を取締役候補者とした理由は、SMS配信サービスなどのインターネットを利用した事業及び
同業界において豊富な経験と幅広い見識を有しており、引き続き取締役としてその職務を適切に遂行で
きるものと判断しております。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

６

【再任】
【社外】
【独立】

すぎ

杉
 

　
 

　
やま

山
 

　
 

　
こう

浩
 

　
 

　
いち

一
(1957年９月15日)

    1980年    4 月 大東京火災海上保険株式会社（現あい
おいニッセイ同和損害保険株式会社）
入社

    2010年    4 月 同社　執行役員就任
    2011年    6 月 MS&ADインシュアランスグループホー

ルディングス株式会社　執行役員就任
    2012年    4 月 あいおいニッセイ同和損害保険株式会

社　執行役員中国本部長就任
    2014年    4 月 株式会社安心ダイヤル（現MS&ADグラ

ンアシスタンス株式会社）　代表取締
役社長就任

    2018年    6 月 当社　社外取締役就任（現任）
    2018年    7 月 JEIBジャパン株式会社　専務執行役員

就任

800株

【選任理由及び期待される役割の概要】

杉山浩一氏を社外取締役候補者とした理由は、会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、
経営全般の視点による監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性及び適正性を確保するための適切な
役割を果たしており、引き続き社外取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しておりま
す。
また、同氏が選任された場合は、当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的
立場で関与いただく予定です。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

７

【再任】
【社外】
【独立】

き

鬼
 

　
 

　
とう

頭
 

　
 

　
こう

耕
 

　
 

　
へい

平
(1981年７月１日)

    2005年    11月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法
人トーマツ）入所

    2013年    10月 税理士法人名南経営入所
    2013年    10月 鬼頭耕平公認会計士事務所設立　所長

就任（現任）
    2015年    10月 中部KW税理士法人（現中部税理士法

人）代表社員就任（現任）
    2015年    10月 労働保険事務組合中部労働保険協会入所
    2016年    9 月 株式会社K’sパートナーズ　社外取締役

就任
    2017年    8 月 鬼頭耕平行政書士事務所設立　所長就

任（現任）
    2018年    1 月 社会保険労務士法人ネクストｉ．Ｄ．

（現社会保険労務士法人中部経営労務
センター）入所　顧問（現任）

    2020年    8 月 労働保険事務組合中部労働保険協会　
理事長就任（現任）

2021年６月 当社　社外取締役就任（現任）
2022年２月 株式会社３S　社外監査役就任
2022年９月 有限責任中部総合監査法人　代表社員

就任（現任）
2022年12月 大冷工業株式会社　社外監査役就任

（現任）
2023年１月 株式会社K'sパートナーズ　代表取締役

就任（現任）

1,500株

（重要な兼職の状況）
中部税理士法人　代表社員
有限責任中部総合監査法人　代表社員
労働保険事務組合中部労働保険協会　理事長
社会保険労務士法人中部経営労務センター　顧問
株式会社K'sパートナーズ　代表取締役
大冷工業株式会社　社外監査役
鬼頭耕平公認会計士事務所　所長
鬼頭耕平行政書士事務所　所長

【選任理由及び期待される役割の概要】
鬼頭耕平氏を社外取締役候補者とした理由は、公認会計士として財務及び会計に精通しており、会社経
営を統括する十分な見識を有し、意思決定の妥当性及び適正性を確保するための適切な役割を果たして
おり、引き続き社外取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。
また、同氏が選任された場合は、当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的
立場で関与いただく予定です。
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（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 杉山浩一氏及び鬼頭耕平氏は、社外取締役候補者であります。
３. 杉山浩一氏は、現在、当社の社外取締役であり、同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結

の時をもって７年となります。
４. 鬼頭耕平氏は、現在、当社の社外取締役であり、同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結

の時をもって４年となります。
５. 当社は、杉山浩一、鬼頭耕平の両氏との間でそれぞれ会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の
限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、両氏の再任が承認された場合
は、両氏との当該契約を継続する予定であります。

６. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、当社取締役を含む被保険者の職務の執行に関し、保険期間中に提起された損害賠償請求（株主
代表訴訟を含む）等に起因して、被保険者が被る損害（防御費用、損害賠償金及び和解金）を当該保
険契約によって塡補することとしております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保
険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定し
ております。

７. 当社は、杉山浩一、鬼頭耕平の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け
出ており、両氏が再任された場合は、当社は引き続き両氏を独立役員とする予定であります。

以　上
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（2024年４月 1 日から
2025年３月31日まで）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善が進み、個人消費の持ち直しの

動きが見られました。企業収益や設備投資も改善傾向が確認されるなど、景気全体としては緩や
かな回復が続いております。一方で、原材料やエネルギー価格の高止まり、円安基調による物価
上昇が企業・個人のコスト負担を押し上げており、消費者マインドの下振れを通じて個人消費に
影響を及ぼすリスクが存在しております。また、米国の通商政策やウクライナ・中東を巡る地政
学的リスクなど、先行きの不確実性も依然として高い状況にあります。

情報・通信業界においては、デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進が引き続き加
速しており、企業や自治体など多様な業種・業態でのデジタル活用が進展しております。特に、
生成AIの導入が拡大し、業務効率化や新たな価値創出に対する期待が一層高まっております。こ
のような環境下、デジタルサービスの需要は底堅く、今後も中長期的な市場拡大が見込まれま
す。当社グループにおきましても、積極的なサービス開発およびソリューション提案に取り組
み、これらの成長機会を着実に取り込みながら事業規模を拡大させた結果、売上高、営業利益、
経常利益につきましては前期比で増収増益となりました。

一方で、親会社株主に帰属する当期純利益は、特別利益として投資有価証券売却益を
113,804千円計上したものの、特別損失として投資有価証券評価損360,031千円、連結子会社
が保有するソフトウェア等について減損損失58,736千円を計上した結果、前期比で減益となり
ました

以上の結果、当連結会計年度における売上高につきましては、9,206,653千円（前連結会計年
度比12.8％増）、営業利益につきましては、1,106,417千円（同3.3％増）、経常利益につきま
しては、1,116,133千円（同2.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、
331,666千円（同50.8％減）となりました。
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セグメント別の状況は次のとおりであります。

（SMSソリューショングループ）
国内の携帯電話事業者全キャリアと直接接続契約を締結し、法人向けにSMS配信サービス

「メディアSMS」を提供しております。
国内のSMS市場は引き続き堅調な拡大傾向にあり、「メディアSMS」の新規導入社数および配

信数は好調に推移いたしました。また、既存顧客に対するクロスセルの推進や付加価値の高いソ
リューション営業を強化したことにより、当連結会計年度のSMSソリューショングループの売上
高は5,569,774千円（同15.7％増）となり、セグメント利益は1,549,697千円（同16.5％増）
となりました。

（U-CARソリューショングループ）
自動車販売業務支援システム「symphony」を提供し、自動車アフターサービスに関わる事

業者のビジネス支援を行っております。
メイン顧客層である中小規模事業者に対するサポートおよびコンサルティング活動を継続し、

当連結会計年度の「symphony」導入社数は341社増となりました。一方で、広告投資や新プロ
ダクトの開発投資を積極的に行ったことにより、当連結会計年度のU-CARソリューショングル
ープの売上高は1,422,708千円（同5.0％増）となり、セグメント利益は271,129千円（同
23.0％減）となりました。

（インターネットサービスグループ）
他セグメントへのWEB集客支援を担うほか、自動車分野に特化したWEBマガジンの運営や、

中古車一括査定サービス、EC事業者向けCRMプラットフォーム「アクションリンク」の提供な
ど、多角的なポートフォリオを構築しております。

アクションリンク事業が順調に拡大し、当連結会計年度のインターネットサービスグループの
売上高は372,092千円（同16.9％増）となり、セグメント利益は82,190千円（前連結会計年度
は20,358千円の損失）となりました。

（オートサービスグループ）
自動車事故で損害を受けた自動車の修理から、レッカーサービス、代車貸出までワンストップ

で提供するサービスのほか、自動車整備および中古車販売事業も展開しております。
修理・レンタカー受付件数は堅調に推移したものの、修理原価の増加に加え、業者向け中古車

販売において貸倒引当処理を実施した結果、当連結会計年度のオートサービスグループの売上高
は1,837,801千円（前連結会計年度比9.8％増）となり、セグメント利益は18,932千円（同
78.5％減）となりました。

－ 15 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

事 業 区 分

第 30 期
（2024年３月期）
（前連結会計年度）

第 31 期
（2025年３月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

SMSソリューショングループ 4,814,651千円 59.0％ 5,569,774千円 60.5％ 755,123千円 15.7％

U-CARソリューショングループ 1,355,369 16.6 1,422,708 15.5 67,338 5.0

インターネットサービスグループ 318,260 3.9 372,092 4.0 53,832 16.9

オ ー ト サ ー ビ ス グ ル ー プ 1,673,356 20.5 1,837,801 20.0 164,444 9.8

そ の 他 1,054 0.0 4,275 0.0 3,220 305.4

合 計 8,162,693 100.0 9,206,653 100.0 1,043,960 12.8

事業別売上高

② 設備投資の状況
当連結会計年度中において実施しました当社グループの設備投資の総額は、390,062千円で

あります。主な設備投資の目的は業容拡大であり、セグメントごとの設備投資の概要は、次のと
おりであります。

なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。
イ．SMSソリューショングループ

ソフトウエアの購入（ソフトウエア） ：12,868千円
ロ．U-CARソリューショングループ

既存システムの改修（ソフトウエア） ：93,845千円
ハ．インターネットサービスグループ

既存システムの改修（ソフトウエア） ：26,639千円
ニ．オートサービスグループ

代車及びレンタカー車両等の取得 (機械装置及び運搬具) ：172,206千円
ホ．その他

ソフトウエアの購入 (ソフトウエア) ：36,791千円
※　調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度において、重要な資金調達は行っておりません。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
当社は、2024年４月１日付で会社分割により持株会社体制へ移行し、当社のグループ経営管

理事業を除く一切の事業を株式会社ファブリカコミュニケーションズ（2024年４月１日付で商
号を「株式会社ファブリカコミュニケーションズ準備会社」より変更しております。）に承継す
るとともに、商号を「株式会社ファブリカホールディングス」に変更いたしました。
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⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
重要な事業の譲受けはありません。

⑥吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
該当事項はありません。

区 分 第 28 期
(2022年３月期)

第 29 期
(2023年３月期)

第 30 期
(2024年３月期)

第 31 期
(当連結会計年度)
(2025年３月期)

売上高(千円) 5,858,127 7,600,296 8,162,693 9,206,653

経常利益(千円) 939,579 1,262,024 1,087,420 1,116,133

親会社株主に帰属
する当期純利益(千円) 574,163 810,102 673,527 331,666

１株当たり当期純利益
(円) 121.82 159.44 125.86 61.77

総資産(千円) 3,762,967 4,702,275 5,303,751 5,379,071

純資産(千円) 2,395,851 3,178,666 3,597,400 3,663,524

１株当たり純資産(円) 481.00 595.57 660.82 676.93

⑵ 財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産
は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
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8,162,693

5,858,127

7,600,296

第30期
（2024年３月期）

第29期
（2023年３月期）

第28期
（2022年３月期）

9,206,653

第31期
（2025年３月期）

（単位：千円）売上高

1,087,420
939,579

1,262,024

第30期
（2024年３月期）

第29期
（2023年３月期）

第28期
（2022年３月期）

1,116,133

第31期
（2025年３月期）

（単位：千円）経常利益

673,527
574,163

810,102

第30期
（2024年３月期）

第29期
（2023年３月期）

第28期
（2022年３月期）

331,666

第31期
（2025年３月期）

（単位：千円）親会社株主に帰属する当期純利益

第30期
（2024年３月期）

第29期
（2023年３月期）

第28期
（2022年３月期）

5,303,751

3,597,4003,597,400

3,762,967
4,702,275

3,178,666
2,395,851

■総資産　■純資産

第31期
（2025年３月期）

5,379,071

3,663,5243,663,524

（単位：千円）総資産/純資産

125.86121.82

159.44

第30期
（2024年３月期）

第29期
（2023年３月期）

第28期
（2022年３月期）

61.77

第31期
（2025年３月期）

（単位：円）１株当たり当期純利益

660.82

481.00
595.57

第30期
（2024年３月期）

第29期
（2023年３月期）

第28期
（2022年３月期）

676.93

第31期
（2025年３月期）

（単位：円）１株当たり純資産
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区 分 第 28 期
(2022年３月期)

第 29 期
(2023年３月期)

第 30 期
(2024年３月期)

第 31 期
(当事業年度)

(2025年３月期)

売上高(千円) 2,622,992 3,091,155 3,360,212 1,220,800

経常利益(千円) 749,420 588,945 754,101 788,908

当期純利益(千円) 703,592 554,831 743,224 345,335

１株当たり当期純利益(円) 149.28 109.20 138.88 64.32

総資産(千円) 2,739,944 3,176,422 3,872,250 2,403,574

純資産(千円) 1,937,930 2,453,943 2,919,962 2,134,087

１株当たり純資産(円) 389.07 459.54 535.76 392.18

3,360,212

2,622,992
3,091,155

第30期
（2024年３月期）

第29期
（2023年３月期）

第28期
（2022年３月期）

1,220,800

第31期
（2025年３月期）

（単位：千円）売上高

754,101749,420
588,945

第30期
（2024年３月期）

第29期
（2023年３月期）

第28期
（2022年３月期）

788,908

第31期
（2025年３月期）

（単位：千円）経常利益

743,224703,592

554,831

第30期
（2024年３月期）

第29期
（2023年３月期）

第28期
（2022年３月期）

345,335

第31期
（2025年３月期）

（単位：千円）当期純利益

第30期
（2024年３月期）

第29期
（2023年３月期）

第28期
（2022年３月期）

3,872,250

2,919,9622,919,962
2,739,944

3,176,422

2,453,943
1,937,930

■総資産　■純資産

第31期
（2025年３月期）

2,403,574

2,134,0872,134,087

（単位：千円）総資産/純資産

138.88149.28

109.20

第30期
（2024年３月期）

第29期
（2023年３月期）

第28期
（2022年３月期）

64.32

第31期
（2025年３月期）

（単位：円）１株当たり当期純利益

535.76

389.07
459.54

第30期
（2024年３月期）

第29期
（2023年３月期）

第28期
（2022年３月期）

392.18

第31期
（2025年３月期）

（単位：円）１株当たり純資産

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１．当社は、2024年４月１日付で持株会社体制へ移行しております。
２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資

産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 フ ァ ブ リ カ
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ 10百万円 100.0％

業務支援システム開発・販売事業
インターネットメディア事業
WEBマーケティング事業
自動車整備・レンタカー事業

株 式 会 社 メ デ ィ ア ４ u 40百万円 100.0％ SMSソリューション事業

S p a r k l e  A I 株 式 会 社 100百万円 100.0% AI・ブロックチェーン関連の研究・開発事
業

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

⑷ 対処すべき課題
当社グループが対処すべき主な課題は、以下のとおりであります。
① ビジネスコミュニケーション事業における市場優位性の確立

ビジネスコミュニケーション事業の主力である法人向けSMS配信サービス「メディアSMS」
において、拡大を続ける市場での優位性を確保することが、重要な課題となっております。現
在、「メディアSMS」は国内法人市場で4年連続配信数シェアNo.1を誇り、国内外を合わせた総
市場でも2年連続No.1を獲得するなど、その実績と信頼性が広く認められております。引き続
き、営業機能の拡充により新規顧客開拓力の向上を図るとともに、既存顧客に対するコンサルテ
ィングやクロスセルの推進を強化することで、収益基盤を拡大し、SMS配信サービスのリーディ
ングカンパニーとしての地位を確固たるものとしてまいります。

② オートモーティブプラットフォーム事業における事業領域の拡大
オートモーティブプラットフォーム事業の更なる成長を実現するために、自動車アフターマー

ケット領域での事業展開を推進してまいります。現在の主力サービスである、自動車販売業務支
援システム「symphony」に加え、自動車整備業務支援システム「Quicar」や中古車の業者間
取引BtoBサービスなど、巨大な自動車アフターマーケット市場で幅広く活用される新たなソリ
ューションを早期に開発してまいります。
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③ 新規事業創出に向けた開発力の強化及びM＆Aの活用
当社グループでは、内製化された高い技術力が競争力の源泉となっております。AI等の先端技

術を活用した革新的なソリューションを継続的に創出し、事業拡大を実現していくためには、開
発力のさらなる強化が不可欠であると認識しております。引き続き、優秀な技術者の採用活動を
強化するとともに、先進的で高度な知見を有する人材とのネットワーク構築を強化することで、
最新技術動向を的確に捉え、迅速な研究開発と実装を実現する体制を整備いたします。また、研
究開発投資に加え、M&Aの活用も視野に入れ、新規事業の創出を目指します。

④ 優秀な人材の確保と教育
当社グループの持続的な成長を実現していくためには、国内外から優秀な人材を確保するとと

もに、既存社員の能力向上を図り、組織全体の能力を高めていくことが不可欠であると認識して
おります。そのため、新卒・中途を問わず、優秀な人材を採用するための競争力ある報酬水準の
実現を図ります。併せて、事業を牽引する人材の計画的な育成にも重点を置いてまいります。研
修の充実や、個々の適性と志向に応じた成長機会の提供、異動を含む キャリアパスの多様化な
ど、社員一人ひとりが最大限の能力を発揮できる環境整備に注力してまいります。

⑤ AIの活用による業務効率化の推進
当社グループの競争優位性を確立するために、AI等の新技術を活用した業務の効率化を推進し

てまいります。当社グループでは、全社員に対してAI活用環境を提供するとともに、継続的な教
育を実施しております。また、新技術の評価と現場適用を牽引できる人材の育成や、社内業務の
効率化・高度化に資する独自AIソリューションの開発運用にも取り組んでおり、AIと協働する組
織体制の構築を図っております。

⑥ システムの安定性の確保
当社グループでは、インターネットを活用した多様なサービス・ソリューションの提供を事業

の軸としており、システムの安定稼働とセキュリティ確保が経営の重要課題となっております。
このような環境下において、当社グループはシステム処理能力の絶えざる底上げを図るべく、サ
ーバー設備の計画的な拡充や負荷分散システムの導入等を継続的に実施してまいります。併せ
て、不正アクセス対策や情報漏洩防止策等を多層的に講じ、高度なセキュリティ水準の維持に努
めてまいります。さらに、将来の事業成長を見据えたシステム需要を的確に捉え、適時適切な設
備投資を行うことで、システム基盤の強靭化を推進してまいります。
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⑦ コーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の強化
当社グループは、健全な企業活動と持続的な成長を実現していくため、コーポレート・ガバナ

ンス及び内部管理体制の継続的な強化が重要であると認識しております。経営の客観性と透明性
を一層高めるべく、社外役員の登用や、監査役と内部監査部門との緊密な連携によるガバナンス
体制の一層の充実を図ってまいります。併せて、持株会社と事業会社で経営と業務執行を分割
し、コンプライアンス経営の徹底と業務プロセスの適正化に向けて、定期的な内部監査の実施
や、役職員に対する継続的な研修を通じた内部統制の強化にも注力してまいります。さらに、事
業環境の変化に機動的に対応し得るよう、経営リスクを的確に捉えた上で、リスク管理体制の強
化を推進してまいります。

⑧ ESGの推進
当社グループは、ESG(環境・社会・ガバナンス)への配慮がサステナブルな企業経営の根幹を

なすとの認識のもと、様々な施策を通じてESG経営の一層の深化を図ってまいります。環境負荷
の低減に向けては、オフィス運営におけるペーパーレス化や社用車の環境対応車への切り替え等
の取り組みを推進してまいります。また、ダイバーシティの観点から、女性の活躍推進をはじめ
とする多様な人材が能力を発揮できる機会の創出にも注力してまいります。このようなESG経営
の実践を通じて、社会課題の解決に貢献するとともに、企業の持続的な成長と中長期的な企業価
値向上の実現を目指してまいります。

事 業 区 分 事 業 内 容
Ｓ Ｍ Ｓ ソ リ ュ ー シ ョ ン
グ ル ー プ 法人向けSMS送信サービス「メディアSMS」の提供

Ｕ－ＣＡＲソリューション
グ ル ー プ 自動車販売業務支援システム「symphony」の提供

インターネットサービス
グ ル ー プ

他セグメントへのWEB集客支援、車買取査定サービスの提供、
自動車WEBマガジンの運営、EC事業者向けCRMサービスの提供等

オ ー ト サ ー ビ ス
グ ル ー プ 自動車修理・レンタカーサービスの提供、自動車整備、中古車販売事業

⑸ 主要な事業内容（2025年３月31日現在）
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本 社 東京都港区赤坂一丁目11番30号
名 古 屋 事 務 所 　愛知県名古屋市中区錦三丁目５番30号

株式会社メディア４u本社 東京都港区赤坂一丁目11番30号

東 京 本 部 東京都港区赤坂一丁目11番30号
札 幌 支 店 北海道札幌市中央区北一条東一丁目４番１号
東 北 支 店 宮城県仙台市青葉区本町一丁目12番30号
北 関 東 支 店 群馬県高崎市上中居町51番１号
さ い た ま 支 店 埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目43番１号
神 奈 川 支 店 神奈川県厚木市中町四丁目９番14号
静 岡 支 店 静岡県静岡市葵区日出町10番15号
名 古 屋 支 店 愛知県名古屋市中区錦三丁目５番30号
大 阪 支 店 大阪府大阪市淀川区宮原四丁目１番14号
兵 庫 支 店 兵庫県姫路市東延末一丁目４番地
広 島 支 店 広島県広島市南区京橋町１番23号
福 岡 支 店 福岡県福岡市博多区比恵町１番１号
熊 本 支 店 熊本県熊本市中央区中央街４番22号

中部車検センター春日井店 愛知県春日井市東野町五丁目23番６号
B P 事 業 本 部 愛知県春日井市松河戸町1434番地の１
B P 岐 阜 営 業 所 岐阜県羽島市竹鼻町飯柄字西折戸118番地１号
B P 三 重 営 業 所 三重県四日市市西山町6436番地の５
B P 浜 松 営 業 所 静岡県浜松市中央区西丘町958番地

⑹ 主要な事務所及び営業所（2025年３月31日現在）
① 本社・事務所

② SMSソリューショングループ（子会社：株式会社メディア４u）

③ U-CARソリューショングループ（子会社：株式会社ファブリカコミュニケーションズ）

④ オートサービスグループ（子会社：株式会社ファブリカコミュニケーションズ）
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事 業 区 分 従 業 員 数 前 連 結 会 計
年 度 末 比 増 減

S M S ソ リ ュ ー シ ョ ン グ ル ー プ 23 （－）名 5名増 （－）

U - C A R ソ リューショングループ 85 （10） 8名増 （1名増）

インターネットサービスグループ 16 （4） 3名増 （－）

オ ー ト サ ー ビ ス グ ル ー プ 42 （10） 3名増 （5名増）

全 社 （ 共 通 ） 46 （3） － （3名減）

合 計 212 （27） 19名増 （3名増）

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

8（－）名 167名減（21名減） 40.4歳 5.2年

⑺ 従業員の状況（2025年３月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

（注）１. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２. 全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。
３. 従業員数が前連結会計年度末と比べて19名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う定期及び期

中採用によるものであります。

② 当社の従業員の状況

（注）１. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２. 従業員数が前期末と比べて167名減少しておりますが、これは当社が持株会社体制へ移行したことに
よるものであります。
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借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 り そ な 銀 行 75,010千円

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 63,886

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 700

⑻ 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
①商号の変更
当社は、2024年4月1日に、商号を株式会社ファブリカホールディングスに変更いたしまし

た。

②持株会社体制への移行のための会社分割
当社は、2024年4月1日に、当社が営む一切の事業に関する権利義務を株式会社ファブリカコ
ミュニケーションズに承継させる吸収分割を行いました。

③本店の移転
当社は、2024年4月1日をもって、本社を東京都港区赤坂一丁目11番30号に移転いたしまし
た。
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① 発行可能株式総数 19,924,000株
② 発行済株式の総数 5,475,400株（うち、自己株式104,301株）
③ 株主数 2,443名
④ 単元株式数 100株

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

L I N E ヤ フ ー 株 式 会 社 866,000株 16.12％

株 式 会 社 イ ン デ ィ ゴ ベ ー ス 680,000 12.66
ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯ．（Ａ
ＶＦＣ）　ＲＥ　ＮＯＮ　ＴＲＥＡＴＹ　Ｃ
Ｌ Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ Ｓ 　 Ａ Ｃ Ｃ Ｏ Ｕ Ｎ Ｔ

384,300 7.15

谷 口 政 人 371,700 6.92

奥 岡 征 彦 358,500 6.67

近 藤 智 司 338,900 6.30
Ｇｏｌｄｍａｎ　Ｓａｃｈｓ　Ｂａｎｋ　Ｅ
ｕｒｏｐｅ　ＳＥ，　Ｌｕｘｅｍｂｏｕｒｇ　
Ｂｒａｎｃｈ

280,700 5.22

株 式 会 社 S K コ ー ポ レ ー シ ョ ン 276,000 5.13

木 下 圭 一 郎 162,700 3.02
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託
銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 158,200 2.94

株 式 数 交 付 対 象 者 数
取締役（社外取締役を除く） 10,500株 ４名
社外取締役 － －
監査役 － －

２．会社の現況
⑴ 株式の状況（2025年３月31日現在）

⑤ 大株主（上位10名）

（注）１. ストック・オプションの行使により、発行済株式の総数は17,200株増加しております。
２. 当社が保有する当事業年度末現在の自己株式数は104,301株、発行済株式の総数に対する所有株式数

の割合は1.90％となっております。なお、持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

⑥ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告31頁「２．（3）④　取締役及び監査役の報酬等」に記載
　　しております。
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⑵ 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権等の状況
該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長CEO 谷 口 政 人
株式会社ファブリカコミュニケーションズ　代表取締役
社長CEO
株式会社メディア４u　取締役

取 締 役 副 社 長 近 藤 智 司 株式会社ファブリカコミュニケーションズ　取締役副社
長兼事業統括本部長

取 締 役 C F O 岩 館 　 徹

株式会社メディア４u　代表取締役社長
株式会社ファブリカコミュニケーションズ　取締役
CFO兼コーポレート本部長
Sparkle AI株式会社　取締役CFO
株式会社Rebase　社外監査役

取 締 役 C T O 渡 辺 友 太

Sparkle AI株式会社　代表取締役社長CEO
株式会社ファブリカコミュニケーションズ　取締役
CTO兼プロダクト開発本部長
株式会社メディア４u　取締役
アウトリーチソリューションズ株式会社　代表取締役

取 締 役 奥 岡 征 彦 株式会社メディア４u　代表取締役会長

取 締 役 渡 邊 　 暁 株式会社ファブリカコミュニケーションズ　取締役経
理・財務担当

取 締 役 杉 山 浩 一

取 締 役 鬼 頭 耕 平

中部税理士法人　代表社員
有限責任中部総合監査法人　代表社員
労働保険事務組合中部労働保険協会　理事長
株式会社K'sパートナーズ　代表取締役
大冷工業株式会社　社外監査役
鬼頭耕平公認会計士事務所　所長
鬼頭耕平行政書士事務所　所長

⑶ 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

常 勤 監 査 役 中 山 敦 彦
株式会社ファブリカコミュニケーションズ　監査役
株式会社メディア４u　監査役
中山社会保険労務士事務所　所長

監 査 役 杉 山 賢 一

株式会社S-tation　代表取締役
株式会社レルセール　代表取締役
株式会社Relact　代表取締役
一般社団法人中小企業経営支援協議会　専務理事
ジャパンマテリアル株式会社　社外取締役
株式会社エフケイ　社外取締役
神星工機株式会社　社外取締役

監 査 役 遠 山 健 志 遠山健志公認会計士事務所　所長
税理士法人BMA美濃島会計事務所　社員

（注）１. 取締役杉山浩一氏及び取締役鬼頭耕平氏は、社外取締役であります。
２. 常勤監査役中山敦彦氏、監査役杉山賢一氏及び監査役遠山健志氏は、社外監査役であります。
３. 当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入してお

ります。執行役員は２名で、執行役員　富永健太及び執行役員CHRO　奥村健太郎で構成されており
ます。

４. 常勤監査役中山敦彦氏、監査役杉山賢一氏及び監査役遠山健志氏は、以下のとおり、財務及び会計に
関する相当程度の知見を有しております。

・常勤監査役中山敦彦氏は、株式会社三菱UFJ銀行に以前勤務しており、財務、会計についての知識を
有しているほか、上場企業子会社の管理部門の取締役を務めたことから経営管理に関する経験、社会
保険労務士としての労務知識も有しております。

・監査役杉山賢一氏は、株式会社三菱UFJ銀行に以前勤務しており、財務、会計の知識を有しているほ
か、事業会社における事業経験と幅広い知識を有しております。

・監査役遠山健志氏は、公認会計士であり監査法人に以前勤務しており、財務、会計について専門的な
知識及び経験を有しております。

　　　５.  当社は、社外取締役杉山浩一氏、社外取締役鬼頭耕平氏及び社外監査役３名全員を東京証券取引所の
　　　　　定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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② 責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び社外監査役とも同法第425条第１

項に定める最低責任限度額としております。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結しており、保険料は全額当社が負担しております。
イ．当該保険契約の被保険者の範囲

当社及び「１．(3)②重要な子会社の状況」に記載の当社の子会社の取締役及び監査役並び
に執行役員（補償対象事故の発生日以前10年以内において被保険者となる役職に就いていた
者及び保険期間中に当該役職に就く者を含みます。）

ロ．当該保険契約の内容の概要
被保険者の職務の執行に関し保険期間中に提起された損害賠償請求（株主代表訴訟を含みま

す。）等に起因して、被保険者が被る損害（防御費用、損害賠償金及び和解金）を当該保険契
約により保険会社が塡補するものであり、１年毎に契約更新しております。

次回更新時には同内容での更新を予定しております。

④ 取締役及び監査役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

a．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法
取締役の個人別の報酬等の決定方針（以下「決定方針」という。）については、当社の業

績及び企業価値向上への貢献意欲や士気を高めるための報酬体系としており、取締役会にお
いて決定しております。
b．決定方針の概要
　個々の取締役の報酬等の決定に際しては、個々の取締役の役位、職責のほか、経済の動向
といった外部要因を踏まえ、適正な水準とすることを基本方針としております。業務執行取
締役及び監督機能を担う社外取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬のみを毎月支払う
こととしております。
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役員区分 報酬等の総額
（千円）

基本報酬
（千円）

対象となる
役員の員数（名）

取締役
（うち社外取締役）

130,050
(6,000)

130,050
(6,000)

7
(2)

監査役
（うち社外監査役）

16,800
(16,800)

16,800
(16,800)

3
(3)

c．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が報酬等の決定方針に沿うものである
　  と取締役会が判断した理由

取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、代表取締役が独立社外取締役の意見
を踏まえつつ決定方針との整合性も含めて多角的な検討を行っているため、取締役会はその
内容が決定方針に沿うものであると判断しております。

ロ．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
当事業年度においては、2024年６月24日開催の臨時取締役会にて代表取締役社長CEO谷

口政人氏に取締役の個人別の報酬額の具体的内容の決定を委任する旨の決議をしております。
その権限の内容は、評価配分による各取締役の基本報酬額の決定とし、これらの権限を委任

した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事業の評価を行うには代表取締役社
長CEO谷口政人氏が最も適していると判断したからであります。

取締役会は、当該権限が代表取締役社長CEO谷口政人氏によって適切に行使されるよう、
社外取締役の意見内容も尊重し、意見及び監督をしております。また委任を受けた代表取締役
社長CEO谷口政人氏は、当該意見等で示された内容を踏まえて適切に取締役の個人別報酬額
等を決定していることから、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判断しており
ます。

ハ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の金銭報酬の額は、2005年１月27日開催の第10回定時株主総会において年額
300,000千円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議されてお
ります。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、８名（うち、社外取締役は４名）
です。

２. 監査役の金銭報酬の額は、2005年1月27日開催の第10回定時株主総会において年額
30,000千円以内と決議されております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、２
名です。

３．取締役の員数は８名ですが、無支給者が１名いるため支給員数と相違しております。
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ニ．非金銭報酬等の内容
非金銭報酬等として、取締役（社外取締役を除く。以下「対象取締役」という。）に対し、

譲渡制限付株式の付与のための報酬を支給しております。
その内容は、対象取締役に対し、当社グループの企業価値の持続的な向上を図るインセンテ

ィブを与えるとともに、取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、
譲渡制限付株式の付与と引換えにする金銭報酬債権を年額80百万円の範囲で付与するもので
あり、当該金銭報酬債権の全部を現物出資することで対象取締役に対して発行または処分され
る当社の普通株式の総数は、年40,000株以内であります。対象取締役は、３年間から５年間
までの間で当社の取締役会が定める期間（以下「譲渡制限期間」という。）、当該譲渡制限付
株式について、譲渡、担保権の設定その他の処分をすることができないこととしております。
なお、対象取締役が、譲渡制限期間が満了する前に当社または当社の子会社の取締役、執行役
員または使用人を退任した場合、当社の取締役会が正当と認める理由がある場合を除き、当社
は、対象取締役に割り当てられた当該譲渡制限付株式を無償で取得いたします。

また、当事業年度における交付状況は「２．（1）⑥　当事業年度中に職務執行の対価とし
て当社役員に対し交付した株式の状況」に記載しております。

⑤ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・社外取締役鬼頭耕平氏は、中部税理士法人の代表社員、有限責任中部総合監査法人の代表社

員、労働保険事務組合中部労働保険協会の理事長、社会保険労務士法人中部経営労務センタ
ーの顧問、株式会社K’sパートナーズの代表取締役、大冷工業株式会社の社外監査役、鬼頭
耕平公認会計士事務所及び鬼頭耕平行政書士事務所の所長であります。当社と兼職先との間
には特別の関係はありません。

・常勤社外監査役中山敦彦氏は、当社の完全子会社である株式会社ファブリカコミュニケーシ
ョンズ及び株式会社メディア４uの監査役であります。

・常勤社外監査役中山敦彦氏は、中山社会保険労務士事務所の所長であります。当社と兼職先
との間には特別の関係はありません。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外
取締役 杉 山 浩 一

当事業年度に開催された取締役会15回の全てに出席いたしました。
主に企業経営の見地から、取締役会では当該視点から積極的に意見を述べ
ており、特に会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、経営
全般の視点による監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性及び適正性
を確保するための適切な役割を果たしております。
また、社外取締役として、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定
や、役員報酬等の決定過程における監督機能を主導しております。

社外
取締役 鬼 頭 耕 平

当事業年度に開催された取締役会15回の全てに出席いたしました。
公認会計士として、主に財務及び会計に関する見地から取締役会において
積極的に意見を述べており、会社経営の統括における幅広い見識を有する
ことから、経営全般の視点による監督、助言等を行うなど、意思決定の妥
当性及び適正性を確保するための適切な役割を果たしております。
また、社外取締役として、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定
や、役員報酬等の決定過程における監督機能を主導しております。

・社外監査役杉山賢一氏は、株式会社S-tation、株式会社レルセール及び株式会社Relactの代
表取締役、一般社団法人中小企業経営支援協議会の専務理事、ジャパンマテリアル株式会
社、神星工機株式会社及び株式会社エフケイの社外取締役であります。株式会社エフケイと
当社との間には損害保険等の代理店取引関係があります。なお、同社以外の兼職先につきま
しては、当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・社外監査役遠山健志氏は、遠山健志公認会計士事務所の所長及び税理士法人BMA美濃島会
計事務所の社員であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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出席状況及び発言状況

常勤
社外
監査役

中 山 敦 彦

当事業年度に開催された取締役会15回の全てに、また、監査役会14回の
全てに出席いたしました。
主に内部管理体制強化の見地から、取締役会において、取締役会の意思決
定の妥当性及び適正性を確保するための発言を行っております。また、監
査役会において、常勤監査役として拠点往査及び会社重要書類の監査状況
等について適宜、必要な発言を行っております。

社外
監査役 杉 山 賢 一

当事業年度に開催された取締役会15回の全てに、また、監査役会14回の
全てに出席いたしました。
主に事業会社における経営体制強化の見地から、取締役会において、取締
役会の意思決定の妥当性及び適正性を確保するための発言を行っておりま
す。また、監査役会において、コーポレート・ガバナンス体制について適
宜、必要な発言を行っております。

社外
監査役 遠 山 健 志

当事業年度に開催された取締役会15回の全てに、また、監査役会14回の
全てに出席いたしました。
公認会計士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思
決定の妥当性及び適正性を確保するための発言を行っております。また、
監査役会において、主に会計及び財務について適宜、必要な発言を行って
おります。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第23条の規定に基づき、取締役会決議
　　　があったものとみなす書面決議が６回ありました。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,500千円

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　仰星監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選
定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解
任の理由を報告いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人仰星監査法人は、損害賠償責任を限定する契約を締結しておりません。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
破 産 更 生 債 権 等
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　

3,765,003
2,621,009
834,945
129,112

82
2,305

183,433
△5,884

1,614,067
627,698
164,805
155,195
47,735
160,360
99,601

351,748
13,674
296,904
40,242
928

634,619
371,538
86,035
26,871
73,336
155,275
△78,437

　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 1,477,980
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 545,092
1年内返済予定の長期借入金 54,028
未 払 金 278,639
未 払 費 用 127,640
未 払 法 人 税 等 264,317
契 約 負 債 49,200
リ ー ス 債 務 23,576
賞 与 引 当 金 24,820
ポ イ ン ト 引 当 金 100,348
そ の 他 10,317

固 定 負 債 237,566
長 期 借 入 金 85,568
リ ー ス 債 務 86,302
資 産 除 去 債 務 61,283
そ の 他 4,411

負 債 合 計 1,715,546
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 3,633,284
資 本 金 657,660
資 本 剰 余 金 600,154
利 益 剰 余 金 2,562,150
自 己 株 式 △186,680

その他の包括利益累計額 2,592
その他有価証券評価差額金 2,592

新 株 予 約 権 27,647
純 資 産 合 計 3,663,524

資 産 合 計 5,379,071 負 債 純 資 産 合 計 5,379,071

連 結 貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2024年４月 1 日から
2025年３月31日まで）

科 目 金 額
売 上 高 9,206,653
売 上 原 価 4,962,604
売 上 総 利 益 4,244,048
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,137,631
営 業 利 益 1,106,417
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,132
受 取 配 当 金 6
受 取 家 賃 7,221
固 定 資 産 売 却 益 61
受 取 保 険 金 6,075
助 成 金 収 入 2,955
そ の 他 2,012 19,466

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,240
支 払 手 数 料 1,072
賃 貸 費 用 2,251
固 定 資 産 除 却 損 1,722
車 両 事 故 損 失 1,421
そ の 他 2,041 9,749

経 常 利 益 1,116,133
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 113,804 113,804
特 別 損 失

減 損 損 失 58,736
投 資 有 価 証 券 評 価 損 360,031
投 資 有 価 証 券 売 却 損 2,928 421,697

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 808,241
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 454,320
法 人 税 等 調 整 額 22,254 476,574
当 期 純 利 益 331,666
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 331,666

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　

1,428,326
1,298,801
42,790
23,743
908

62,084
975,247
110,561
84,454
4,351
21,604
150

3,249
3,249

861,437
352,432
138,505
285,000
16,902
63,283
26,871
15,399
1,550

△38,507

　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 156,022

1年内返済予定の長期借入金 54,028
未 払 金 50,430
未 払 費 用 6,592
未 払 法 人 税 等 41,516
預 り 金 3,284
そ の 他 170

固 定 負 債 113,464
長 期 借 入 金 85,568
資 産 除 去 債 務 27,896

負 債 合 計 269,487
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 2,106,080
資 本 金 657,660
資 本 剰 余 金 625,166
資 本 準 備 金 621,692
そ の 他 資 本 剰 余 金 3,473

利 益 剰 余 金 1,009,934
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,009,934
繰 越 利 益 剰 余 金 1,009,934

自 己 株 式 △186,680
評 価 ・ 換 算 差 額 等 358

その他有価証券評価差額金 358
新 株 予 約 権 27,647
純 資 産 合 計 2,134,087

資 産 合 計 2,403,574 負 債 純 資 産 合 計 2,403,574

貸　借　対　照　表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 37 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

（2024年４月 1 日から
2025年３月31日まで）

科 目 金 額
営 業 収 益 1,220,800
営 業 費 用 429,499
営 業 利 益 791,300
営 業 外 収 益

受 取 利 息 696
固 定 資 産 売 却 益 626 1,323

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,240
支 払 手 数 料 1,072
固 定 資 産 除 却 損 1,179
そ の 他 222 3,715

経 常 利 益 788,908
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 113,804 113,804
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 360,031
関 係 会 社 株 式 評 価 損 99,999
投 資 有 価 証 券 売 却 損 2,928
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 38,507 501,468

税 引 前 当 期 純 利 益 401,244
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 33,903
法 人 税 等 調 整 額 22,005 55,908
当 期 純 利 益 345,335

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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指定社員
業務執行社員 公認会計士 淺井　孝孔
指定社員
業務執行社員 公認会計士 川合　利弥

独立監査人の監査報告書
2025年５月23日

株式会社ファブリカホールディングス
取締役会　御中

仰星監査法人
名古屋事務所

　
監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ファブリカホールディングス
の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社ファブリカホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対
して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに
入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成
及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。
・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結
計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見
に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以　上
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指定社員
業務執行社員 公認会計士 淺井　孝孔
指定社員
業務執行社員 公認会計士 川合　利弥

独立監査人の監査報告書
2025年５月23日

株式会社ファブリカホールディングス
取締役会　御中

仰星監査法人
名古屋事務所

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ファブリカホールディ
ングスの2024年４月１日から2025年３月31日までの第31期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査
に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び
内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する

規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第31期事業年度における取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、
常勤監査役が重要な子会社の監査役を兼務しており、子会社の取締役会に出席するほ
か、子会社の取締役及び使用人等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。

監査役会の監査報告
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常勤監査役（社外監査役） 中 山　敦 彦 ㊞
監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ） 杉 山　賢 一 ㊞
監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ） 遠 山　健 志 ㊞

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人　仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人　仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

３．監査役の意見
監査役の異なる意見はありません。

４．後発事象
特に記載すべく重要な後発事象はありません。

2025年５月26日
株 式 会 社 フ ァ ブ リ カ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 　 監 査 役 会

　 　
以　上
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会場：東京都品川区大崎二丁目４番３号
人事労務会館　３階　大会議室
（会場が前回と異なっておりますので、お間違え
　のないようにご注意ください。）

交通 大崎駅 北改札口を出て左（西口側）の左階段を降り、徒歩約３分
JR山手線・埼京線・湘南新宿ライン・りんかい線
（大崎駅へは、東京駅より約15分、羽田空港より約35分）

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
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人事労務会館


